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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本

電機工業会（JEMA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を

改正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格で

ある。 

これによって，JIS C 4608:1991 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 C 4608：2015 
 

6.6 kV キュービクル用高圧避雷器 

Surge arresters for 6.6 kV cubicle type unit substation 

 

序文 

この規格は，1974 年に制定され，その後 3 回の改正を経て今日に至っている。前回の改正は 1991 年に

行われたが，その後の国内の使用条件・使用実績に対応するために改正した。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されておらず，この規格に規定する避雷器の定格事項及び保護特性

は，国内の使用条件及び使用実績に基づいて規定している。 

 

1 適用範囲 

この規格は，JIS C 4620 に規定する公称電圧 6.6 kV 及び定格周波数 50 Hz 又は 60 Hz のキュービクル式

高圧受電設備に用いる公称放電電流 2 500 A 又は 5 000 A の，酸化亜鉛形直列ギャップ付避雷器（以下，“高

圧避雷器”という。）について規定する。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。この引用

規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS C 4620 キュービクル式高圧受電設備 

 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

3.1 避雷器に関する用語 

3.1.1 

避雷器（surge arrester） 

雷，回路の開閉などに起因する過電圧の波高値がある値を超えた場合，放電することによって過電圧を

制限して電気施設の絶縁を保護し，かつ，続流を短時間のうちに遮断して，系統の正常な状態を乱すこと

なく原状に復帰する機能をもつ装置。一切のギャップを使用しないギャップレス避雷器と何らかのギャッ

プを使用するギャップ付避雷器とがある。 

3.1.2 

酸化亜鉛形直列ギャップ付避雷器（surge arrester with series gap） 

直列ギャップ及び非直線抵抗特性をもつ酸化亜鉛素子を磁器がい管などの絶縁容器に収容した避雷器。 

3.1.3 

直列ギャップ（series gap） 

酸化亜鉛素子と直列に結ばれる単一又は複数個の直列の組合せから成る火花ギャップで，常時は実質的


